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国家戦略としての弁理士制度改革

１．国際関係と市場原理が示すサービスと

知的財産の重要性（資料ー１）

（1）経済的価値のパラダイムシフト

国際社会は、１９９５年にＷＴＯ体制を成立さ

せることで、２１世紀への礎を築いた。

このことは、市場のグローバル化を更に進展さ

せることになるのだが、枠組みに納めたＧＡＴＴ

（物品そのもの）に加えて、ＧＡＴＳ（サービ

ス）・ＴＲＩＰＰＳ（知的財産関連）の精神活動
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の成果物へと、経済的価値における拡大のパラダ

イムシフトを起こした。

（2）市場原理が要求する知的財産の保護

規制改革が進行すると、市場は「完全市場モデ

ル」に近づく。「完全市場モデル」とは、講学上想

定された完全に自由な市場のことであり、それは、

経済活動では何でも有りの世界である。

したがって、人真似も自由であり、成功モデル

の模倣によるキャチアップ型経済行動とそれによ

る価格競争の連鎖が起こる。その過程では経済は

活性化するが、しかし、価格はアダム・スミスの

「見えざる手」により然るべきところ、つまり、利

益のでない状態まで下落する。現実には、デフレ

ーションを意味するが、それは、同時に「市場の

失敗」という拘束状態をも引き起こす。これは、

ニュートン物理学にいう「系の予定調和」であり、

「見えざる手」とはこのことを意味するものと思わ

れる。

規制改革の市場活性化作用を維持し、あるいは

「市場の失敗」の拘束状態から脱却を図るためには、

新規に起こした事業を模倣するキャチアップ型経

済行動を抑制する必要がある。

その機能を有するのは、知的財産権である。こ

れによって、新規事業者は、安心して一定の期間、

一定の範囲で新規創作物（知的財産）を独占して

利益を確保でき、したがって、キャッチアップ型

経済行動は抑止され、人々は、新規事業の開発に

エネルギを注ぐことになる。かくして、陥ってし

まった市場の拘束状態を破ることができる。

知的財産の保護は、グローバル市場、自由市場

が要求するルールとなった。

（3）弁政連の先見的なビジョン

弁政連では、上記国際社会の動きや市場原理を

いち早く察知し、爾来、「知財の保護は国際社会の

ルール」、「知財は国家戦略」、そして「知的創造立

国」を標榜し続けてきた。

その成果として、平成１２年の小泉政権にお

ける「知的財産立国」「知的財産国家戦略」の宣

明に結びつけることができ、いま、かなりのハ

イスピードで知的財産制度の改革が進められて

いる。

目には見えない精神活動の成果物の世界戦略構

想を可視的に表現するために、弁政連では今より

５年ほど前に、「知的財産権に関する改革構想チャ

ート」を作成してこの運動のツールとした。

これは、国際関係論に立脚して、知的財産制度

を中心としたわが国の整備項目を、短期・中期・

長期に連続させて示したものである。

ちなみに、平成１４年の参議院経済産業委員会

での「知的財産基本法」の審議において、このチ

ャートは、「知財曼陀羅」という名誉あるあだ名を

頂戴した。

（4）「知的財産国家戦略」の一環として弁理士制度

改革

このチャートに見るように、弁理士制度を、「知

的創造立国」つまり「知的財産国家戦略」の在野

の中心的担い手として位置づけ、「知的財産国家戦

略」の一環として改革の重要項目の一つとして掲

げてある。

２．知的財産基本法は「国家百年の大計」

（資料ー２）

（1）統一した知財政策

知的財産基本法が平成１４年１２月に成立した

が、弁政連は、この法案策定の段階において、弁

政連案を知的財産基本法準備室に提示したり、政

界への提言をしたり、相当深く関わってきた。

そのとき使用したのが「知的財産戦略基本チャ

ート」であるが、これには、国家の多くのセクタ

ーに分散していた知財マターを、知的財産国家戦

略本部でとりまとめ、国家の統一した知財政策・

戦略として打ち出すこと、つまり、「知的財産基本

法」の構成と必要な改革立法の細部を示してある。

まさに、知財改革は「国家百年の大計」であるこ

とが判る。

（2）人材育成は知的財産基本法の目的の一つ

知的財産基本法では、広く知財の人材を育成す

ることが謳われている。長い歴史のある弁理士制

度は、知財の中心的人材であるが、知財国家戦略

本部事務局がまとめた「推進計画2004」でも、弁理

士制度の更なる改革が、知財国家戦略の一環とし

て位置づけられた。



正
法
附
帯
決
議
の
趣
旨
実
現�

）�

「
弁
理
士
の
弁
護
士
化
」（
Ｈ
14
改�

新
事
業
創
出
促
進
法
の�

知
的
財
産
側
面
か
ら
の
改
正�

ス
モ
ー
ル
エ
ン
テ
ィ
テ
ィ
ー
制
度�

の
導
入
徹
底�

⑦
信
託�

改
正�

（
商
法
・
財
務
諸
表
規
制
等
）の�

官
・
民
の
研
究
推
進
と
関
係
各
法�

知
的
財
産
履
行
補
助
者
に
対
す
る�

知
財
法
知
識
研
修
と
検
定�

①
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
活
用�

民
事
訴
訟
法
・
裁
判
所
法
・�

特
許
法
35
条
職
務
発
明�

（　）番号は､弁理士の関係先�

地
裁�

巡
回�

調
停
員
制
度�

（16）�（17）�

（18）�
（19）�
（20）�

（15）�

（12）�
（11）�

（10）�

（14）�（13）�（5）� （4）� （3）� （8）�（7）�（6）�
（9）�

裁  判  所�
裁
判
員
制
度�

知
的
財
産�

裁
判
所
構
想�

制
度�
専
門
参
審
員�

調
査
官
制
度�

知的財産戦略基本チャート�

経済産業省･特許庁�

日
本
医
師
会�

紛争処理小委員会�
経営市場環境小委員会�
特許制度小委員会�

不正競争防止法小委員会�

経
済（
知
財
）特
区�

沖縄�

環境省�

内
部
部
局�

防衛庁�

外務省�総務省�

自治体�
関係�

高
知
県
顧
問�

島
根
県
・�

日
本
弁
理
士
会
協
定�

電
子
政
府
推
進�

厚生�
労働省�

日
本
弁
理
士
会�

産
業
構
造
審
議
会
知
的�

財
産
政
策
部
会�

産
業
競
争
力
戦
略
会
議�

フ
ォ
ー
ラ
ム�

を
考
え
る
研
究
会�

産
業
競
争
力
と
知
的
財
産�

国
際
知
的
財
産
保
護�

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁�

国際戦略�

Ｗ
Ｇ
で
検
討（
特
許
庁
↓
政
策
庁
）�

フ
ォ
ー
ラ
ム�

の
対
四
極
政
策
・
知
財
国
際�

特
許
庁
構
想
）・
ユ
ー
ラ
シ
ア�

米
・
欧
・
亜（
日
本
・
ア
ジ
ア�

外
弁
関
連
問
題�

Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｓ
資
格
相
互
承
認
対
応
・�

資
格
国
際
化
推
進
法�

種
苗
法
・
農
業
改
良
指
導
の
強
化�

植
物
品
種
保
護
条
約
対
応�

環
境
技
術
推
進
法�

生
物
遺
伝
子
資
源
法�

気
候
変
動
枠
組
条
約
対
応�

生
物
多
様
性
条
約
対
応�

民
訴
・
法
例
等
の
改
正�

（
国
際
裁
判
管
轄
流
動
化
問
題
）�

ハ
ー
グ
国
際
私
法
会
議
対
応�

保護戦略�

知
的
財
産
各
法
の
立
証
関
係
部
分�

Ａ
Ｄ
Ｒ
基
本
法�

の
改
正�

技
術
者
・
技
能
者
再
雇
用
法�

と
の
連
携�

拡
大
防
衛
秘
密
保
護
法
・
特
許
庁�

技
術
・
技
能
・
ノ
ウ
ハ
ウ
・
防
衛�

技
術
の
国
外
流
出
の
抑
制�

特
許
法
69
条
の
改
正�

倫
理�

医
療
特
許（
再
生
医
療
）と
生
命�

税
関
知
財
審
査
官
法（
規
則
）�

知
的
財
産
侵
害
品
の�

水
際
流
入
防
止�

題
↓
知
財
高
裁
・
巡
回
管
轄
）�

裁
判
制
度（
知
財
専
門
裁
判
所
）�

②
無
体
財
産
の
特
徴
に
根
ざ
し
た�

①
裁
判
所
の
機
能
強
化（
管
轄
問�

紛
争
処
理
の
基
盤
強
化�

③
Ａ
Ｄ
Ｒ
の
拡
充�

（
定
員
・
給
源
）�

審
査
官
・
審
判
官
採
用
特
別
法�
方
式
主
義
の
権
利
に
関
す
る�

審
査
・
審
判
体
制
の
強
化�

創造戦略�
知
的
創
造
者
へ
の
格
別
な
配
慮�

著
作
権
者
・
著
作
隣
接
権
調
整
法�

契
約
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
策
定�

④
知
財
保
有
者
の
雇
用
促
進�

教
育
・
刑
務
・
矯
正
法
令
の
改
正�

教
育
・
刑
務
・
矯
正
の
現
場
で�

ベ
ン
チ
ャ
ー
・
中
小
企
業
へ
の�

研
究
・
技
術
者
雇
用
特
別
法�

知
的
創
造
条
例�

②
エ
ン
ジ
ェ
ル
税
制
支
援�

③
直
接
金
融
の
促
進�

知
的
財
産
活
動
支
援�

↓
地
方
自
治（
分
権
）�

知
的
創
造
活
動
を
指
導�

内
外
人
平
等
の
原
則
に
よ
る�

研
究
者
・
技
術
者
の
重
用�

知
的
創
造
立
県（
都
・
道
・
府
）�

①
融
資
保
証�

活
性
化
↓
学
の
産
業
化�

人的基盤の整備 （知財人材一元化）�
③
企
業
・
研
究
所
知
財
部
員�

知
財
研
修
を
経
て
行
な
う�

弁
護
士
の
知
的
財
産
専
門
化�

弁
理
士
法
改
正�

弁
護
士
法
改
正�

試
験
制
度
の
改
革�

最
終
的
に
は
弁
理
士�

知的財産センター�

法科大学院�
専門職大学院�

民
事
訴
訟
法
・
裁
判
所
法
の�

見
直
し
・
調
査
官
運
用
拡
大�

改
正
裁
判
官
人
事
関
係
規
則
の�

知
的
財
産
資
産
価
値
評
価
人
法�

②
法
律
事
務
所�

①
特
許
事
務
所�

配
慮�

①
専
属
管
轄
化
と
地
方
事
情
へ
の�

こ
と
を
推
進�

①
弁
護
士
の
弁
理
士
登
録
を�

弁
理
士
制
度
の
更
な
る
整
備
・�

②
弁
護
士
法
３
条
２
項
の
見
直
し�

裁
判
所
・
裁
判
官
の
専
門
化�

③
調
査
官
の
拡
充
と
地
位
向
上�

パ
ラ
リ
ー
ガ
ル�

パ
テ
ン
ト�

②
裁
判
官
の
集
中
と
専
門
研
修�

知
的
財
産
資
産
価
値
評
価
人�

⑤
評
価
機
関�

④
公
認
会
計
士�

③
税
理
士�

②
弁
護
士�

①
弁
理
士�

基
本
法
マ
タ
ー
を
実
現
す
る�

の
に
必
要
な
法
・
制
度
改
正�

基
本
法
マ
タ
ー�

⑥
知
財
の
証
券
化�

活用戦略�

い
し
運
用
基
準
の
見
直
し
及
び�

官
・
民
の
調
査
・
研
究
の
促
進�

日
本
版
バ
イ
ド
ー
ル
法
の
改
正
な�

適
用
拡
大�

①
日
本
版
バ
イ
ド
ー
ル
法
の�

大
学
・
研
究
機
関
で
の
知
的
財
産�

②
契
約
様
式
の
調
査
・
研
究�

⑤
企
業
会
計�

④
裁
定�

（
Ｔ
Ｒ
Ｉ
Ｐ
Ｓ
）規
範
を
普
遍
化�

連
携
強
化�

外
務
省
条
約
局
と
戦
略
本
部
と
の�

③
譲
渡�

②
途
上
国
に
Ｗ
Ｔ
Ｏ
の�

知
的
財
産
の
国
際
活
用
の
推
進�

①
融
資
担
保
能
力�

知
的
財
産
評
価
実
務
の
推
進�

②
実
施
許
諾�

自民党�
国家戦略本部・司法制度調査会・�
経済産業部会・知的財産制度に�
関する議員連盟�

種
苗
・
農
林
・
水
産
の
技
術�

総合科学技術会議�総合規制�
改革会議�司法制度改革推進本部（2）�

経
済
特
区
・
資
格
・�

司
法
制
度�

調
査
会�

重
点
分
野
措
置
戦
略
専
門�

評
価
専
門
調
査
会�

専
門
調
査
会�

科
学
技
術
シ
ス
テ
ム
改
革�

生
命
倫
理
専
門
調
査
会�

関
す
る
専
門
調
査
会�

日
本
学
術
会
議
の
在
り
方
に�

知
的
財
産
戦
略
専
門
調
査
会�

宇
宙
開
発
利
用
専
門
調
査
会�

法
曹
制
度�

少
年
院（
知
的
創
造
を
通
じ
て
矯
正
）�

刑
務
所（
知
的
創
造
力
に
よ
る
社
会
復
帰
）�

法務省�

日
本
弁
護
士
連
合
会�

税
関�

財務省�

知
的
財
産
情
報
セ
ン
タ
ー�

日
本
関
税
協
会�

（財）�

農林水産省�文部科学省�

文
化
庁
著
作
権
課�

科
学
技
術
審
議
会
技
術
研
究�

基
盤
部
会  

産
・
官
・
学  

連�

携
推
進
委
員
会
知
財
Ｗ
Ｇ�

裁
判
員
制
度
・
刑
事
検
討
会�

公
的
弁
護
制
度
検
討
会�

訴
訟
手
続
検
討
会�

法
曹
制
度
検
討
会�

法
曹
養
成
検
討
会�

国
際
化
検
討
会�

行
政
訴
訟
検
討
会�

仲
裁
検
討
会�

Ａ
Ｄ
Ｒ
検
討
会�

司
法
ア
ク
セ
ス
検
討
会�

労
働
検
討
会�

Ｗ
Ｇ�

Ｗ
Ｇ�

Ｗ
Ｇ�

Ｗ
Ｇ�

Ｗ
Ｇ�

Ｗ
Ｇ�

知的財産戦略基本方針（知的創造サイクル）�

知的財産戦略本部�
①本部長:内閣総理�
　大臣�
②本部員�

知的財産戦略会議（1）�
内閣府�

･民間憲法臨調�
民間知的財産頭脳集団�

･知的財産国家戦略フォーラム�
･知的財産学会�

①市場主義グローバリズムと�
　知的財産権（市場活性化）�
②知的創造者と情報化社会�
　（知的創造≒情報発信VS�
　情報伝達行為）�

�

国家戦略の前提�

民主党�
（知的財産戦略ＰＴ）�

知的財産基本法準備室�
（省庁横断10名）�
知的財産基本法を�
Ｈ15の通常国会に上程�
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３．弁理士制度改革の決断は客観的総意で（資料ー３）

（1）客観的総意とは

先ずは、歴史に裏付けられた社会のニーズ、次

に、歴史に裏付けられた弁理士の総意が挙げられ

る。これらを、「弁理士制度（業務）改革の流れ」

のチャートに表した。

とりわけ、「弁理士の総意」については、現在の

弁理士の目から見た主観的なものよりは、歴史に

積み上げられた総意を汲み取ることが肝要である。

何故ならば、我々知財の専門家は実務家でもある

から、とかく目先のテクニカルな側面に気を取ら

れ、弁理士制度を取り囲む環境の変化に気付かず

太極を見失う傾向にある。

そのために、会員は本会正副会長会の方々を選挙

で選び、クリティカルな判断・決断を付託してい

るのだ。正副会長会のやるこ

とは決まっている。このチャ

ートの指向する先の決断をす

ることである。

（2）このチャートによると、

本来の業務も司法分野の業務

も、社会のニーズに対応した

弁理士の熱心な要望により

徐々に拡大してきたことが判

るが、特筆すべきは、弁理士

の司法分野への参入期が大正

１０年と、本来の業務拡充の

第一段階の昭和１３年にかな

り先んじていたことである。

４．知的財産基本法の国策を

完全に支える弁理士制度へ

( 資料ー４）

（1）先ず弁理士法の目的と弁

理士業務を知的財産基本法に

整合（国策整合）

知的財産基本法は、その第２

条で「知的財産」や「知的財産

権」の定義をしている。これら

の定義は、いわゆる「知的財産」

を創造された「情報」として捉

えて略網羅的といえる構えになっている。

しかしながら、弁理士法で規定する弁理士法の

目的（第１条）や、弁理士業務は、伝統的な表現

（例えば「工業所有権」）の中に止まり、また、特許

庁関係の業務が中心となり、他の知的財産は寄せ

木細工的に規定されて歪（いびつ）なものに止ま

っている。

（2）次に司法分野での機能を完全化（ユーザーフレ

ンドリーな制度に）

付記弁理士制度が平成１４年からスタートして、

試験に合格した弁理士には、「弁護士が受任する事

件」に限り、しかも「特定侵害訴訟」の範囲で訴

訟代理権が付与されたが、これは、実質的に従来

の訴訟補佐と異なるところがない。いってみれば

責任のみが代理人と同じという、弁護士制度の従

弁理士業務は、知的財産基本法の知的財産の創出、権利化、活用のサイクル全般に及ぶ。�
併せて、活用面の十分な機能を完結させるため、知財関連の完全な訴訟代理権が必要で�
ある。これは、弁理士制度をＧＡＴＳの資格相互承認の流れに整合させ、日本知的財産�
制度・弁理士制度の国際競争力を確保するために必要である。�

２.弁理士制度(業務)改革の流れ�
（制度的歴史の総意を見る）�

明治３２年 特許代理業者登録規則�

・審決取消訴訟代理＋特定侵害訴�

同上＋国際出願等の代理�
昭和５３年 弁理士法改正�

（９条の２）�＋審決取消訴訟代理権�

知財基本法の定義�
の広がりに合せて�

第
二
拡
充�

第
三
拡
充�

第
一
拡
充�

中心的業務�

弁
護
士
の
大
半
が
退
会
し
弁
理
士
プ
ロ
パ
ー
が
大
勢
を
占
め
る�

会
員
の
多
く
が
弁
護
士�

徐
々
に
拡
充�

に向けて�
知財司法改革�

司法へ�

同上＋著作権を含む契約代理・�

差止手続の代理（４条）�
回路配置・関税定率法上の輸入�

（４条）�
同 　上�

（１条）�

（１条）�
同 　上�

同上＋｢鑑定その他の業務｣�
（１条）�

（１条）�
同 　上�

（１条）�
同 　上�

（１条）�
特許局に対する出願手続の代理�

本人又は代理人への侵害訴訟補佐�

本人又は代理人への侵害訴訟補佐�

本人又は代理人への侵害訴訟補佐�

（４条）�

（９条の２）�

同上＋限定仲裁代理�

同 　上�

（９条）�

（９条）�
本人への侵害訴訟補佐�

特定分野への限定）（６条の２）�
訟代理権（弁護士と共同・知財の�

業務�
平成１４年 弁理士法改正�

平成１２年 弁理士法改正�

昭和２３年 弁理士法改正�

昭和１３年 弁理士法改正�

大正１０年 弁理士法�

明治４２年 特許弁理士令�

業務�

業務�

業務�

業務�

業務�

業務�

業務�

課　　　題�
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属制度として実現した。そもそも、このような弁護

士制度の軛（くびき）下にある制度は、社会も我々

の先輩達も想定していなかった。

また、司法分野におけるそのかたちの歪さは、本

来の業務と対比すると更に増幅しているのである。

それでも、我々弁理士達の多くは、謙虚に受け止

めて日々の業務の中に勉強しながら付記弁理士の受

験にエネルギを傾注している。まことに大変なこと

であるが、それは、近い将来、知的財産に関して弁

理士が完全な訴訟代理ができて、弁理士制度が、司

法分野においてもユーザーフレンドリーな制度とな

ることを夢に描いているからである。

弁護士との共同は、訴訟の規模や内

容によりユーザーの選択に依らしめる

のが、本来の代理人制度のあるべきす

がたであろう。

５．「法律と技術の専門家」の枠組み

構築（資料ー５・資料ー６）

現在の弁理士試験制度は、法文系の

素養しか担保されずに弁理士となる者

と科学技術の素養しか担保されず弁理

士になる者が輩出される仕組みとなっ

ている。これでは、個々の弁理士を採

った場合、「法律と技術の専門家」で

あるとはいえないし、したがって、知

的財産の枠組みに対応しているとはい

えない。同時に、弁護士や他士業に対

する制度的なアイデンティも明確では

ない。

如上のことを踏まえて弁理士制度を

真の「法律と技術の専門家」の制度に

改革するための要諦は、①弁理士試験

の特に試験科目の改定、②研修の登録

要件化、そして③プロセス教育方式の

導入にある。

（1）プロセス教育方式の導入の制度目的

受験、研修者の負担を時間軸上で

分散軽減し、多様な人材を弁理士制度

に誘因することである。

「法律と技術の専門家」の枠組みで

構築される「世界一の競争力で夢のあ

る弁理士制度」は、とりわけ論文試験の試験科目

に、法律と自然科学系科目が必須として入ること

になる。したがって、試験のレベルが高くなり、

受験者、研修者の負担は大きくなるが、夢が負担

を上回れば参入者が減ることはない。

また、試験、研修は負担が大きいことに意味があ

るのではないから、レベルを維持したまま受験者、

研修者の負担を軽減できれば、それに越したことは

ない。その軽減手段がプロセス教育方式である。

それは、例えば、受験前に法律科目と自然科学

系科目の単位を大学や専門学校で取得するか、あ

るいはそのレベルの教育機関を卒業することを条

（
�

）
�

１ 

「
知
的
財
産
」
と
は
、
発
明
、
考
案
、
植
物
の
新�

(専門性･技術性･国際性の枠組みで)

を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
工
業
所
有
権
の
適
正
な
保
護
及
び
利�

弁  理  士  法�

目　的� 業　務�

知的財産基本法�

推進計画� 人　材� 定　　義�

（
中
心
的
業
務
）�

第
四
条�

１
　
産
業
財
産
権
に
関
す
る
特
許
庁
、
経
済
産
業
大�

臣
の
代
理
へ
の
代
理
・
国
際
出
願
・
国
際
登
録
出�

願
の
代
理
・
こ
れ
ら
の
手
続
に
係
る
事
項
に
関
す�

る
鑑
定
　
専
権
　
七
五
条
・
八
〇
条
　�

２
①
関
税
定
率
法
第
二
十
一
条
第
四
項
の
認
定
手
続�

に
関
す
る
税
関
長
に
対
す
る
手
続
の
う
ち
政
令
事�

項
及
び
同
第
二
十
一
条
の
二
第
一
項
の
申
立
て
と�

当
該
申
立
者
の
税
関
長
・
財
務
大
臣
へ
の
手
続
代�

理
（
知
財
水
際
防
衛
）�

　
②
産
業
財
産
・
回
路
配
置
・
特
定
不
正
競
争
に
関�

す
る
仲
裁
代
理
（
著
作
権
な
し
・
特
定
不
正
競
争�

に
限
定
・
指
定
機
関
限
定
）
　�

３
　
産
業
財
産
権
・
回
路
配
置
・
著
作
物
・
技
術
ノ�

（
司
法
関
係
）�

ー
ハ
ウ
等
の
相
談
契
約
等�

第
二
条�

品
種
、
意
匠
、
著
作
物
そ
の
他
の
人
間
の
創
造
的�

活
動
に
よ
り
生
み
出
さ
れ
る
も
の
　
発
見
又
は
解�

明
が
さ
れ
た
自
然
法
則
又
は
現
象
で
あ
っ
て
、
産�

業
上
の
利
用
可
能
性
が
あ
る
も
の
を
含
む
。
　
　�

商
標
、
商
号
そ
の
他
事
業
活
動
に
用
い
ら
れ
る
商�

品
又
は
役
務
を
表
示
す
る
も
の
及
び
営
業
秘
密
そ�

の
他
の
事
業
活
動
に
有
用
な
技
術
上
又
は
営
業
上�

の
情
報
を
い
う
。
　�

２
「
知
的
財
産
権
」
と
は
、
特
許
権
、
実
用
新
案
権
　�

育
成
者
権
、
意
匠
権
、
著
作
権
、
商
標
権
そ
の
他�

の
知
的
財
産
権
に
関
し
て
法
令
に
よ
り
定
め
ら
れ�

た
権
利
又
は
法
律
上
保
護
さ
れ
る
利
益
に
係
る
権�

利
を
い
う
。
　�

第
二
十
二
条�

国
は
、
知
的
財
産
の
創
造
、
保
護
及
び
活
用
を
促�

進
す
る
た
め
。
…
知
的
財
産
に
関
す
る
専
門
的
知�

識
を
有
す
る
人
材
の
確
保
、
養
成
及
び
資
質
の
向�

上
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。�

第
二
十
三
条�

１
　
知
的
財
産
の
創
造
、
保
護
及
び
活
用
の
為
に
政�

府
が
集
中
的
か
つ
計
画
的
に
実
施
す
べ
き
施
策
に�

関
す
る
基
本
的
な
方
針�

２
　
知
的
財
産
に
関
す
る
…
人
材
の
確
保
等
に
関
し�

政
府
が
集
中
的
か
つ
計
画
的
に
講
ず
べ
き
施
策�

④契約�
③鑑定･ＡＤＲ�
②訴訟（審決取消訴訟･特許侵害訴訟･訴訟補佐）�
①産業財産権の出願その他の事項（一部を除いて専権）�

第
六
条
の
二
　
特
定
侵
害
訴
訟
代
理�

第
六
条
　
審
決
取
消
訴
訟
代
理�

第
五
条
　
訴
訟
補
佐�

第
一
条�

　
（
二
つ
の
限
定
有
り
）
　�

業
務
要
約�

こ
の
法
律
は
、
弁
理
士
の
制
度
を
定
め
、
そ
の
業
務
の
適
性�

用
の
促
進
等
に
寄
与
し
、
も
っ
て
経
済
及
び
産
業
の
発
展
に�

資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。�

１.弁理士制度の位置づけ�
弁理士制度は知的財産制度の在野枢軸である� 資料－4
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件に受験科目の免除の制度を設けることである。

（2）試験の制度目的

「法律と技術の専門家」の枠組みで規定された

弁理士としての「素養」を担保することである。

あくまでも、「素養」の担保であって、「即戦力」

の担保ではない。

試験は、短答式・論文式・口述式の三段階とし、

特に、産業財産法、条約類、民事訴訟法、自然科

学系科目を論文試験の必須とすることが肝要であ

る。民事訴訟法と自然科学系科目を選択にしたの

では従来と異ならず、改革にはならない。

（3）研修の制度目的

弁理士として最低必要な「即戦力」の担保であ

る。したがって、これは、弁理士登録の要件化の

改革を伴う。

あくまで「即戦力」の担保が主たる目的であり、

「素養」の担保は、補充的に想定することができる

科目に限るべきである。とりわけ、自然科学系科

目は研修になじまない。

弁理士制度と試験制度の改革　－試案－�
（知的財産制度を支えるための国際競争力ある弁理士制度を目指して）�

試
験
制
度
の
骨
格�

（
　
　
　
　
　
）�

制
度
を
目
指
し
て�

幅
の
広
い
理
想
的
な
弁
理
士�

受
験
者
等
負
担
軽
減
の
策�

（
プ
ロ
セ
ス
教
育
の
導
入
）�

多枝試験�
研修（約3ヶ月）�

（日本弁理士会研修所を弁理士法の改正で公式化）�論文試験（必須のみ）�

・特許法�
・実用新案法�
・意匠法�
・商標法�
・条約類�
・著作権法�

・特許法�
　（実用新案法を含む）�
・意匠法�
・商標法�
・条約類�
・民事訴訟法�
・自然科学法�

・出願実務�
・類否、異同判断�
・争訟実務�
・民法�
・外国知財法�
（米、EP特許法）�
�

①国内出願代理と書類作成�

②PCT出願代理と書類作成�

③TLT出願代理と書類作成�

④外国出願準備書類の作成�

⑤鑑定・相談�

⑥知的財産全般�
　にわたる独立�
　した訴訟代理�
�
①知的財産関係契約代理等�

②種苗法関連業務�

③著作権登録�

④関税定率法の�
　知的財産関連業務�

⑤知的財産ADR代理�

改革のポイントその１�
（新しい制度となるために）�

改革のポイントその5�
（多様な人材への門戸として）�

改革のポイントその2�
（即戦力の弁理士を目指して）�

改革のポイントその3�
（世界一の新しい制度として）�

例
示�

委託可能�
大学・特許（法律）事務所�
専門職大学院・特許庁等�

改革のポイントその4�
（審査・審判の迅速化のために）�

業　務　範　囲�

登
　
録�

知
的
財
産
法
務
全
般
へ
の
関
与�
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権
＝
弁
理
士
法
75
条
の
改
正�

非
専
権
＝
弁
理
士
法
４
条
２
項
改
正�

 i 審決取消訴訟�
 ii 知財民事訴訟�
iii知財行政訴訟�

審査官・審判官�
知財の人材一元化�

弁護士の弁理士化�
対等な協働のために�
・出願実務�
・類否、異同判断�
・外国知財法のみ�（　　 　）�

受験科目免除�

・法科大学院：民事訴訟法�
・専門職大学院：民事訴訟法�

・理系大�
・理系高専　　�
・理系専門学校　：自然科学系�
・理系修士以上�
・技術士�
�

・法系大�
　民事訴訟法�
　単位取得者　：民事訴訟法�

・法系修士以上�

民法・訴訟実務�
民法・訴訟実務・類否、異同判断・�
出願実務・米、EP特許法�

研修科目免除�

民法�

で
き
る
だ
け
広
く
認
め
る�

※軽減例 ： 理系専門学校卒が法系大で民事訴訟法のみの単位を取得した場合でも、�
　　　　　民事訴訟法と自然科学系の2科目の受験免除となり、更に民法の単位も�
　　　　　取得していれば、研修で民法も免除となる。�

※新しい制度であるから制度目的の異なる隣接士業資格による科目免除は廃止する。�
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にした、世界一国際競争力のある弁理士制度�
（夢のある弁理士制度）を目指す。�

「法律と技術の専門家」としての枠組みを明確�

分散軽減し、多様な人材を弁理士制度に誘引�
すること�

プロセス教育方式の導入�

口述式�

短答式�

論文式�
制度目的：「法律と技術の専門家」�

としての素養を担保すること�

制度目的：「即戦力」を担保すること�

制度目的：受験、研修者の負担を時間軸上で�

弁理士制度見直し試案概要�

弁 理 士 登 録�

試   験�

研   修�
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研修科目は、例えば、出願実務、類否・異同判

断、民法、外国知財法などであり、自然科学系科

目は短い研修期間ではその目的を達成できないは

ずであるから、想定するべきではない。

６．優先順位をつけるならば（結論）

特に、資料ー６に、「世界一の競争力で夢のある弁

理士制度」の全体像を、詳細に示してある。

これは、知的財産の分野の全てに及ぶ完全な訴訟

代理権を含む弁理士の業務範囲と、弁理士になるプ

ロセスを示すフローチャートである。

しかしながら、世の中の常として、一機に事を進

めることは難しい。そこで、最終目的を達成するた

めに、改革の優先順位を付けなければならない。

それは、①論文試験科目を必須のみに統一し、

②条約類を復帰させ、

③民事訴訟法と自然科学系科目を加える、

ことで、「法律と技術の専門家」としての弁理士に必

要な最低限度の「素養」を担保する単純明解な試験

制度とし、

⑤研修を登録要件化し、

⑥研修では、例えば、出願実務、類否・異

同判断、争訟実務、民法、外国知財法を履修するもの

とし、弁理士として最低限度必要な「即戦力」の担保

と、「素養」の補充を行ない、

⑦プロセス教育方式の導入で、論文試験の

民事訴訟法、自然科学系科目の受験免除、研修の適当

とされる科目の履修免除を、できるだけ広く対象者に

対して行なう、試験・研修制度の改革を先ず行なって、

完全な訴訟代理権を含む業務範囲の改革の礎を築くこ

ととする。

いま、本会は、懸命に試験制度改革の内容を検討し

ておられる。多くの意見が錯綜して纏めるは困難であ

ろうと思うが、ここで、客観的総意に基づき決断をす

る時機にきている。

弁政連は政治的側面から環境整備に努力していると

ころである。

以上




